
住民ボランティアによる除雪支援
札幌市

市役所・区役所
社会福祉協議会 等

■市役所・区役所の企画を受け、中間支援組織等がボランティアの募集・利用者とのマッチング等を実施
■支援組織は、地域住民や企業などからボランティアを募集し、業務説明や人材育成支援を行う
■高齢者等からの申込みに応じて活動可能なボランティアにつなぎ、単発の依頼に対する振り分けや、
一定期間の担当を決めるなど、利用者とサービス提供者のコーディネートを行う
■市の取組を参考に、企業や大学が自発的に除雪ボランティア活動を始めるという波及効果も現れる

登録
--------------
--------------
--------------

ボランティア募集

事務委託
申込み

中間支援組織

・

企画・立案

・元気高齢者
・主婦
・中学生、大学生
・企業職員等

ボランティア

利用者
（高齢者・障害者等）

利用申込み

除雪支援

コーディネート

企業と大学の地域貢献の一環として
職員と学生の協働によるボランティア活動

ボランティアと高齢者の交流が深まり
学生の社会学習の場にもなっている

19



地域包括ケアシステムの構築に向けて

• 最初は網羅的でなくても、確かな実績を作って広め
ることが重要

• 行政主導の取組だけでなく、民間や住民の主体的
な取り組みを尊重

• 世代を超え、業種を超え、全員参加で取り組むこと
が重要

• ニーズに応じて常にメンテナンスを行うことが重要



地域アセスメントが重要

介護保険事業計画およびその他の行政計画への位置づけ
（中長期目標と短期目標の設定）

不足している資源や機能を明らかにし
新たな資源や取組を開発して
システムに組み込む方法

地域に点在する良好な取組を発掘し
目的を共有してつなぎ合わせ
システム化していく方法

介護予防

住ま
い

医療

生活
支援

在宅
医療

生活
支援

市区町村のグランドデザイン

予防

○ 地域包括ケアシステムの構築に向けては、地域アセスメント（ニーズと資源の把握）が重要
○ 不足資源の基盤整備にあたっては、新たな取組をシステムに組み込む方法と、既存の良好な
取組をつなぎ合わせてシステム化する方法がある （生み出す視点と育てる視点）

既存の取組新たな取組

つなぎ合わせ
育てる

生み出す
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これからの高齢者施策

施策化・事業化には根拠が求められ、タイミングがある

行政職員のチームワークとリレーが大切

■介護保険の枠組みだけでは解決できない

■組織横断的な取組への意識改革が必要

保健・福祉
部門

介護・障害
部門 まちづくり

部門

農政・経済
部門

土木・交通
部門

財政部門
市長村長
政策部門

上記を実現する社会基盤整備上記を実現する社会基盤整備

• 健康寿命の延伸と元気高齢者の社会参加への支援

• 病気や要介護状態になっても安心して暮らせるケアの提供

• 健康寿命の延伸と元気高齢者の社会参加への支援

• 病気や要介護状態になっても安心して暮らせるケアの提供個人支援と
まちづくりの
両輪が必要

生涯教育
部門
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■事業の目的・概要
○ 地域包括ケアシステムの実現に向け、医療、介護の専門家など多職種が協働してケア方針を検討し、高齢者の
自立支援、認知症の人の地域支援などを推進する「地域ケア会議」の普及・定着を促進する。

国の事業

広域支援員、専門職の派遣広域支援員、専門職の派遣

都道府県の事業 @200万円 市町村の事業 ＠100万円

＜地域ケア会議立ち上げ支援＞

①自立支援型ケアマネジメントの実現に向けた支援

（例）○地域ケア会議開催に係る参加対象者への周知

○模擬演習会の開催 等

市町村の取組方針を関係者に周知
○認知症高齢者等のケアマネジメント支援
○自立支援に資するケアマネジメント支援
○ケアプランのセカンドオピニオン
○困難事例へのケアマネ支援

②地域包括支援ネットワークの構築、インフォーマルサービスの立ち上げ

（例）○多職種合同研修会の開催
（医療、介護等の多職種協働の基礎知識の共有、関係強化）

○住民・町内会・配達業者等による孤立化防止企画委員会等

○生きがいサロン等立ち上げ 等

＜地域ケア会議を効果的に実施するために必要な支援＞

○全国会議（先駆的取組み、活用方法の普及）
○地域ケア会議活用マニュアルの作成・普及
○コーディネーターの育成

※報告書の作成・普及

地域支援事業交付金
（包括的支援事業）

後
方
支
援

立
ち
上
げ
支
援

地域包括支援センター等
における地域ケア会議の

開催・運営

補助率：１０／１０（定額）

（参考）地域ケア会議活用推進等事業（補助金）
２５年度予算案 ２１９百万円
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実践例を参考にしていただく際の留意点

地域づくりは、それぞれの地域の特性や住民の文化・習慣にあった手法の選択
が重要ですので、単なるモノマネではなく検討するプロセスに価値があります。

～実践例の自治体等に、電話照会や視察の申し入れをする前に～

・自分の自治体の現状を分析しましょう
・人口構成、保険料、事業計画、給付費の推移など、公表されているデータや
資料をもとに、実践例の市区町村との差異を比較してみましょう
・実践例の市区町村との取組の到達点や課題を比較してみましょう
・実践例を参考にわがまちで取り組むとした場合、障壁になるものや資源と
して活用できるものは何かを明らかにしましょう
・自分の自治体の方針（案）を明確にしましょう
・実践者に直接アドバイスを受けたい事項を明確にしましょう
・そのうえで、責任を持って活動を継続できる人材が視察や研修に行きましょう

○各市区町村職員の熱意により、主体的な取り組みをお願いします。

○都道府県は市町村への後方支援と広域調整のために
積極的な情報の獲得と発信をお願いします。
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検索地域包括ケアシステム
クリック

厚生労働省HP「地域包括ケアシステム」
もぜひご覧ください

「地域包括ケアシステム」で検索してください。

介護事業所を検索するなら

咲かそう、地域包括ケアの花！


